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令和５年度カーボンニュートラル大使啓発動画制作業務委託 

 基本仕様書 
 

１ 目的 

本業務は、県内小・中・高校生の「やまがたカーボンニュートラル大使（以下、

「大使」という。）」をリポーターとし、カーボンニュートラルについて及び県内の

カーボンニュートラルに関する取組み等を実際に体験しながら紹介する動画を制作

することにより、若者のカーボンニュートラルに関する意識を醸成し、活躍の機会

を創出するとともに、県民のカーボンニュートラルへの理解度向上と行動変容を促

すことを目的とする。 

 

２ 委託期間 

契約締結日から令和６年１月 31日まで 

 

３ 委託業務内容 

大使に任命された県内の小・中・高校生をリポーターとし、県内各団体等による

カーボンニュートラル実現に向けた取組みを大使が実際に体験しながら紹介する

動画の制作にかかる企画立案、取材先・出演者との調整、撮影・編集等の業務を行

う。 

  

（１）動画の内容等 

① ターゲット 

県民 

   ② 動画テーマ 

    （イ）カーボンニュートラル実現に向けた各団体の取組み紹介 

・再生可能エネルギーによる取組み      １本程度 

     ・カーボンフットプリントによる取組み    １本程度 

     ・吸収源対策による取組み          １本程度 

    （ロ）大使の取組み紹介 

    ・各大使による取組みを紹介する動画(合計10グループ程度)  

     なお、動画本数は協議の上、決定すること。 

   ③ 動画時間 

・各団体の取組み紹介動画の時間は１回あたり 15分程度とする。 

・大使の取組み紹介動画の時間は１グループあたり５分程度とする。 

 

（２）動画の企画・構成 

  ・取材先及び出演する大使の選定を行い動画の企画内容を県に提出する。 

  ・決定した企画内容を基に、シナリオ、ナレーション、テロップ、テキスト 

（絵コンテを含む）を製作する。 
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（３）撮影 

   県と協議し確定した企画内容に基づき、動画の制作に必要な撮影を行うこと。 

 なお、撮影に係る肖像権・著作権の処理を行い、製作された動画やこれを基に 

編集された動画・画像を受託者が二次利用できるよう同意を得ること。また、 

撮影に係る使用料、出演料、謝礼の費用が発生する場合は、受託者が負担する

こと。ただし、大使の撮影に係る交通費については県が支払う。 

   

（４）編集 

撮影した動画のサムネイル作成、映像・音量の調整、字幕・テロップの 

追加等の編集作業を行い、配信動画を制作する。 

    

① 動画の仕様 

配信用動画は次の要件、規格で納付するものとする。 

  ・画面比率16:9、原則1280×720(ハイビジョン)または1920×1080（フル 

ハイビジョン）のいずれかとする。 

・動画はデータ納品及びDVD納品とする。 

ア）納品データは、YouTubeで再生可能な形式 (WMV、MPEG4、MOVなど)とす

る。 

イ）納品DVDは、市販のDVDプレーヤーで再生ができるように、データ形式を

DVD-Video形式に変換し書込みを行ったものとする。 

② 動画内容の確定について 

県は提出された動画内容の確認を行う。また両者協議の上、受託者は必要に 

応じて動画の修正を行い、最終的に県が内容を確定するものとする。 

 

（５）その他 

動画の作成完了までに、製作した動画を使用した効果的な広報の手法につ 

いて書面により報告すること。 

 

４ 著作権 

本業務により作成された制作物の所有権、著作権及びその他一切の権利は県に 

帰属するものとする。 

 

５ 成果の確認 

（１）事業成果は、書類検査により確認する。 

（２）委託業務が完了したときには、以下の書類等を作成し提出すること。 

① 提出物  ・ 業務完了報告書 正副各１部 

       ・ 業務実績報告書 

       ・ 動画データが保存された DVD 

          ※ 各動画の内容等 

② 提出期限 委託業務完了後 14日以内 
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③ 提出場所 山形県環境エネルギー部 

環境企画課カーボンニュートラル・GX戦略室 

〒990-8570 山形市松波二丁目８番１号 山形県庁７階 

 

６ 留意事項 

 ・ 本仕様書３に関して、必要な交渉等については、県の指示で受託者が行うものと

する。 

 ・ 業務遂行上必要とする機材等については、原則として受託者所有の機器を使用

することとするが、これにより難い場合は、リース又はレンタルにより対応する

こと。 

・ 本業務の実施にあたっては、労働基準法、労働関係調整法、最低賃金法、その他

関係法令を遵守すること。 

 ・ 個人情報の取扱いを適正に行い、各種関係法令遵守を徹底するとともに、別記

「個人情報特記事項」を遵守すること。 

・ 本業務を実施するにあたり、事故や運営上の問題等が発生した場合は、速やかに

県に報告すること。 

・ 制作物の作成や仮設物の設置等を含む事業実施に必要な許認可等の事務手続き

については、全て受託者が行うこと。 

・ 契約締結後、新型コロナウイルス感染症拡大の深刻化や大規模災害発生等の事

情により本事業の実施が困難になったと県が判断した場合は、受託者と協議のう

え事業内容を変更、又は中止することがある。 

・ この仕様書に記載のない事項については、双方協議のうえ定めるものとする。 


